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　移転価格の問題は、IGS及び寄附金とも非常に
関連性が高いものです。そのことを理解されて事
業をマネージメントしていくことが重要と日頃か
ら感じておりますので、今回、支部の研究論文に
寄稿させていただきました。
　具体的な事例を基に説明した方がよろしいかと
思いましたので、事例を作り、それに沿って説明
します。

（事例）
　A社は昨年、税務調査を受け、中国製造子会社
に対して行った業務支援のための出張費用等を子
会社から徴収していなかったことから寄附金課税
を受けました。今後も中国製造子会社に対する支
援のために出張は欠かせない状況ですが、今後は、
どのような対応をしておけばよいのか？
　また、2018年２月に改訂となったIGSとの関
係で気を付けた方がよい点があるか？
　なお、中国製造子会社の営業利益は毎年二桁と
大変好調な経営状態で、日中間のローカルファイ
ルを作成する上でも中国製造子会社のOMがレン
ジの上限を超えそうな状況である。

（対応策）
　事例のようなケースはよくあることのように思
います。
　この事例のように営業利益の出ている中国子会
社に対する寄附金課税を受けたということについ
ては、とても残念なことです。それは完全に防ぐ
ことができた状況であったにもかかわらず二重課
税の結果になってしまったからです。事前に移転
価格の観点からの分析と子会社の利益率レベルの
検討を十分にしておけば、二重課税ばかりでなく、
日中で納める税金の総額も少なくなった可能性が
あります。
　取引図（次頁）を見て下さい。中国子会社の実

績がローカルファイルのレンジを超えているとい
うことであれば、本件の業務支援のための本社が
行った社員の出張費用等を中国子会社が支払うこ
とによって中国製造子会社の営業利益率が下がり
ALPレンジ（独立企業間価格レンジ）内に入る可
能性もあります。また、中国における納税額を減
少させることに繋がります。そして、レンジ内で
あれば、親会社側としても対応的調整として価格
調整金を計上（所得を増額）する必要もなくなり
ます。
　親会社、子会社の機能分析を適切に行い、移転
価格の観点から各国の子会社の利益率がレンジに
収まるようにマネージメントすることが重要であ
るということが理解していただけると思います。

　次に、今後の対応ですが、IGSとの関係も含め
て以下の通り整理させていただきました。まずは、
当該出張者等が中国で「サービスPE（恒久的施設）
認定」される懸念があります。「サービスPE」と
いう概念はアジア地域ではよくあるものですので、
中国以外に進出している企業もこの点については
留意された方がよろしいかと思います。
　中国の法制度から説明いたしますと、「国税発
〔2010〕75号」が2010年に公布されました。これ
は、実は中華人民共和国政府とシンガポール共和
国政府との間の協定ですが、この前文の二に、「こ
の条約以前に締結された租税協定に関する解釈及
び執行文書とが異なる場合には、この中国―シン
ガポール協定条文解釈を基準とする」となってい
ます（前文二号）。そして、第５条恒久的施設　
七　（一）には、派遣者は、①子会社の求めに応
じた派遣で、②子会社のために業務をさせ、③子
会社がその者の指揮権を有し、④子会社が業務の
責任とリスクを引き受ける場合には、PEに該当
しないとされています。一方、（二）にはPEに該
当するケースとしては、親会社のために業務をさ
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（例）�子会社側が役務提供費用を計上せずに、ALPレンジ（独立企業間価格レンジ）までの
調整をしていた場合

（例）�子会社側が役務提供費用を計上後、ALPレンジ（独立企業間価格レンジ）の検討を
行った場合
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せる場合として、以下の基準を上げています。
　①親会社が当該職員の業務に対し指揮権を有
し、かつ、リスク及び責任を引き受ける場合、②
子会社に派遣されて業務をする職員の数及び基準
を親会社が決定する場合、③当該職員の賃金を親
会社が負担する場合、④職員を子会社に派遣して
活動を行わせることにより親会社が子会社から利
得を取得する場合が規定されております。
　また、親会社は、子会社から関係する役務費を
収受する際には、独立企業間取引原則に従い、親
子会社の当該費用の合理性を確認した後に、子会
社の当該費用について費用計上するものとすると
なっています。
　つまり、親会社が当該派遣社員の賃金を負担し
ている場合には、その派遣者は親会社のための業
務を中国国内で行っていることから、中国国内で
PEの認定を受ける可能性があることです。
　その後、2013年に「非居住者企業の派遣人員が
中国国内で役務を提供する役務に対する企業所得
税の徴収に係る問題公告（国家税務総局公告第19
号）」が公布されました。
　その中で、PEを認識する要素として、⑴役務
を受け入れる企業（中国子会社）が派遣企業（日本
親会社）に対して管理費及び役務費の性質の金員
を支払うこと、⑵受入企業（中国子会社）が派遣
企業（日本親会社）に支払う金額が、派遣企業（日
本親会社）が派遣者（親会社から派遣した者です
ので、親会社の従業員）に払う金額を超える場合、
⑶派遣企業が受け入れ企業の支払う関連費用の全
部を被派遣者に支給せずに、一定金額の金員を留
保している等の場合は、PE認定の公算が高まる
規定となっています。

　これだけを読むと、「国税発〔2010〕75号」によ
り、親会社が給与等を負担している場合、また、「国
家税務総局公告第19号」により、子会社がマーク
アップして親会社に支払うと、その派遣者は中国
でPE認定される可能性が高くなりということが
わかります。

　一方、我が国で、2018年２月23日に改訂され
た「移転価格事務運営要領」のIGSの部分では、「中
核事業活動とは直接関連しない役務提供等に関し
ては総原価の額を合理的な計算で当該役務提供を

受けた社に配分した金額に５％を乗じた金額を
もって対価の額とする」と規定の改訂がなされま
した（運営要領３－10⑴）。これはBEPSプロジェ
クト最終報告において行動８〜10「移転価格税制
と価値創造の一致」における議論の結果から2010
年にOECD移転価格ガイドライン７章の改訂が
行われ、その中で「低付加価値グループ内役務提供」
という概念が取り入れられたことから、我が国の
考え方も同様に整理されたものです。
　なお、５％ということについては、この事務運
営要領を発遣するに際してパブリックコメントを
募りました。企業側の意見の一つとして、「指針
３－10⑴の趣旨として、総原価法は特例と理解
したが、実務は５％の簡易な算定方法か総原価法
で動いていくと想像される。総原価法の適用要件
を満たさなかった場合に、国税当局が５％で課税
ポジションを取る懸念があるため、調査で５％が
金科玉条のように取り扱われることがないように
していただきたい。」に対して、国税庁側の考え方
は、「指針３－10⑴に定める簡易な算定方法は、
法人が比較対象取引を選定して独立企業間価格を
算定する原則的な方法に代えて選択するものであ
るため、国税当局が簡易な算定方法により更正処
分を行うことはありません。なお、御意見の中に
「総原価法の適用要件を満たさなかった場合」とあ
りますが、指針　３－10⑵及び⑶の総原価法は、
これらの指針において「・・調査を行う場合には、・・・
検討する。」とあるとおり、法人が選択できるもの
ではなく、調査において国税当局が必要に応じて
その適用を検討するものです。」ということですの
で、５％でなければ更正処分をするということで
はないようです。一つの目安と考えます。

　ここで、中国の2013年に「非居住者企業の派遣
人員が中国国内で役務を提供する役務に対する企
業所得税の徴収に係る問題公告（国家税務総局公
告第19号）の、１⑵受入企業が派遣企業に支払う
金額が、派遣企業が派遣者に払う金額を超える場
合と、我が国で2018年年２月23日に改訂された
「移転価格事務運営要領」の「役務提供等に関して
は総原価の額を合理的な計算で当該役務提供を受
けた社に配分した金額に５％を乗じた金額をもっ
て対価の額」とする規定で不和が生じないかとい
うことだと思います。つまり、淡々と、日本サイ
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ドでは低付加価値の役務提供と認識して５％マー
クアップしたものを請求したところ、中国サイド
では「派遣者に支払う金額を超える支払」を行う
ことからPE認定の恐れ感じるということだと思
います。

　今回の低付加価値役務提供に対する５％マーク
アップは、中国政府も議論に参加していたBEPS
プロジェクト2015年最終報告の議論から決めら
れたものです。一方、中国の上記公告は2013
年のものであることから、中国政府としても、
BEPSの結論と公告との間に違和感があること
は認識しているとは思います。ただ、未だ改正さ
れていないことから、中国の地方局としてはアグ
レッシブな対応をしてくる可能性もあります。
　そこで、今できる一番大切なことは、①親子間
で「派遣の契約を締結」しておくことです。その
契約の中で、派遣者を派遣することになった経緯、
具体的な業務職責、業務内容、業務考査、リスク
の引受等の面の具体的な内容、そして、支払う金
員などの理由等を明確に決めておくことが重要で
す。また、②ローカルファイルを作成する際には、「役
務提供に係るグループ間の移転価格ルールを決め

る」ことです。そもそも中国国内で出張者や出向
者に対するPE認定の問題が生じたのは、多くの
日本企業が派遣に関する契約をしっかりと締結し
ていなかったことに由来するものであったと思い
ます。

　最後に、貴社の中国製造子会社は二桁の営業利
益率とのことで、ローカルファイルで決めたレン
ジの上限を超える可能性もあるということですの
で、派遣者に関する件は全てTPの考え方で整理
することがより一層望ましいと思います。子会社
側は、適正な対価を支払っていなかったことから
過剰な利益が生じている可能性もありますので、
役務提供に関するグループ間のルールを決め、派
遣の契約書も作成し、その契約書に基づいて子会
社からその対価を受領すべきです。そして、日中
の親子間で決められたローカルファイルのレンジ
に入るようにマネージメントしていくことが節税
にも繋がります。
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